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連合総研は、連合と共同で「会社法改正問題研究プロジェクト」（野口敞也主査）を立ち上げ

た。 

プロジクトのねらいと役割を整理すれば次の通りである。 

①従業員、労働組合不在の会社法の中に会社の基幹的なステークホールダーである従業員、労

働組合の立場をいかに位置づけるかを検討する。 

②会社法による、よらないを問わず、運動面を含め、労働組合の企業統治への有効な参画のあ

り方を検討する。 

③従業員であり、消費者であり、住民である労働組合員の立場から、企業のあり方について会

社法規定の改正に意見反映を行う事項を探る。 

④①～③の具体的な政策は該当年の連合の活動のなかで策定することとして、本プロジクトは

それに必要な資料を提供する役割を担う。 

以上が狙いと役割であり、法務省が進めている会社法の抜本改正に対し、連合としての政策・

見解をまとめる前段階として、外部の専門家に講演の形で問題提起をしていただくことにした。 
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